
令和 6 年度版 後期高齢者医療制度被保険者証同封用パンフレット仕様書 

 

１．件名  

令和 6年度版 後期高齢者医療制度被保険者証同封用パンフレット作成業務委託 

 

２．目的 

対象者の方に「後期高齢者医療制度」を分かりやすく解説し、その概要を理解しても

らい、安定した制度運営のための啓発を図る。 

 

３．業務内容 

（１）配布対象者 

     山梨県内の後期高齢者医療制度被保険者 

 

（２）掲載内容・構成 

①高齢者の医療の確保に関する法律で規定する後期高齢者医療制度の内容を対 

象者にわかりやすく解説するもの。 

なお、次の項目に関する事項は掲載すること。 

ア 医療制度について（制度概要・制度対象者・制度への加入時期等） 

イ 県内各市町村問い合わせ窓口 

ウ 保険料について（保険料額・軽減措置・納付方法等） 

エ 給付について（入院時食事療養費・入院時生活療養費・高額療養費・高額

介護合算療養費・葬祭費等） 

オ 第三者行為に関すること 

カ 保健事業について（健康診査事業について） 

キ 柔道整復師の施術について 

ク 保険証について 

ケ 医療費通知の発送に関すること 

コ 医療費適正化（ジェネリック薬品）の推奨について 

       ※ジェネリック医薬品希望シールを添付すること 

サ マイナンバーカード普及に関すること 

シ 令和 5年度に山梨県後期高齢者医療広域連合で募集した川柳の入賞作品 

※ 掲載する内容等に承諾又は許可等が必要となる場合は、受注者が申請等を

行い責任もってこれに対応すること。 

②制度の対象者は主に高齢者であるため、文字の大きさは 12pt以上とする。た

だし脚注や図表等の文字の大きさはこの限りではないが、極力 11pt以下の文字

は避けること。 



③「水色とピンク」、「黄色と黄緑」、「赤と緑」など高齢者にとって識別が困難

な配色は避けること。 

 

４．印刷及び製本 

（１）規格・色：A5変型判 [縦 約 210mm×横 約 102mm] 

16ページ（中綴じ製本）・フルカラー印刷 

ジェネリック医薬品希望シール（大 2枚・小 2枚）を添付 

※印刷には植物油インキを使用（VEGETABLE OIL INKマーク印字） 

（２）印刷部数：162,000部 

（３）用  紙：紙の種類：再生コート紙 

紙の厚さ：菊 50.5kg 

古紙配合率 70％以上の再生紙や FSC認証紙など環境に配慮した紙を 

使用すること（Rマークや FSCマークを印字すること） 

ただし、古紙配合率 70％が不可能な場合には、貴社で出来る最大限

の古紙配合率での再生紙を使用すること。（再生紙を使用しています。

などの記載を行うこと） 

（４）校  正：作成・出力校正とも必要回数行う。 

（５）成 果 品：ページ毎に分割されたものと連続したものを各 1部ずつ PDF形式で 

CD-ROMに収録し、印刷物納品時に山梨県後期高齢者医療広域連合へ納 

品する。 

なお、当広域連合のホームページに掲載するため、閲覧者がダウン

ロードした場合でも、著作権法等に触れない状態で納品すること。 

※電子媒体のデータ納品にあたり同意書が必要な場合は、貴社の規定 

に従うものとする。 

 

５．納品期限 

 令和 6年 6月 17日（月）必着 

 

６．納品方法・場所等 

  次の 3カ所へ納品すること。 

①山梨県後期高齢者医療広域連合 

山梨県甲府市蓬沢 1-15-35 山梨県自治会館 2階 

②甲府市役所 健康管理課 

 山梨県甲府市丸の内一丁目 18番 1号 甲府市役所 2階 健康管理課 

③光ビジネスフォーム株式会社 DPP第 2センター 加工 G 

 東京都八王子市兵衛 2-22-3 



 ※③への納品分については、荷票へ指定する番号を記入すること。番号については 

別途指示するものとする。 

   ※162,000部の①、②、③の内訳については別途指示するものとする。 

 

７．その他 

（１）原稿の確定について 

厚生労働省等の情報提供等の状況により、その過程において変更・訂正があっ

た場合には、原稿の変更に応じること。 

（２）原稿の保存について 

成果品の刷り増しに対応できるように、納品が完了して 2 年間は版を保存して

おくこと。 

（３）成果品のＨＰ等への掲載について 

電子媒体のデータ使用については、本業務により作成したリーフレットの著作

権が作製業者に帰属している場合においても、山梨県後期高齢者医療広域連合及

び山梨県内市町村のＨＰなどの広報活動資料への掲載は自由に行えるものとする。 

※電子媒体のデータ使用に関し、貴社の規定がある場合はそれに従うものとす

る。 

（４）規格等について 

     受注者の責によらない理由により、使用が困難な場合は事前に承諾を得ること。 


